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（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成14年1月推計）」をもとに、国土交通省国土計画局作成。

（注１）中位推計収束型とは、中位推計に用いている合計特殊出生率と足下の統計値との乖離が、２０３０年にかけて収束すると仮定したもの。
（注2）中間推計収束型とは、中位推計収束型と低位推計収束型の中間値。なお、低位推計収束型とは、低位推計に用いている合計特殊出生率と足下の統計値との乖離

が、２０３０年にかけて収束すると仮定したもの。
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人口（2005年） ＧＤＰ（2003年） 面積

国名 人口（万人） 国名 ＧＤＰ（名目、億米＄） 国名 面積（万k㎡）

日本 １２，７７６ 日本 ４２，４２６ スウェーデン ４５．０

イギリス ５，９６７ イギリス １８，０７６ ノルウェー ３８．５

韓国 ４，７８２ 首都圏 １５，８１８ 日本 ３７．８

首都圏 ４，２３７ 近畿圏 ６，８０７ フィンランド ３３．８

マレーシア ２，５３５ 中部圏 ６，１８０ マレーシア ３３．０

近畿圏 ２，０８９ 韓国 ６，０８１ イギリス ２４．３

中部圏 １，７２２ オランダ ５，１２８ 韓国 １０．０

オランダ １，６３０ 九州圏 ３，７５１ ハンガリー ９．３

九州圏 １，３３５ 東北圏 ３，５７４ ポルトガル ９．２

東北圏 １，２０７ スイス ３，２１８ オーストリア ８．４

ポルトガル １，０４９ ベルギー ３，０４７ 北海道 ８．３

ベルギー １，０４２ スウェーデン ３，０１６ 東北圏 ７．４

ハンガリー １，０１０ オーストリア ２，５５２ デンマーク ４．３

スウェーデン ９０４ 中国圏 ２，４２７ オランダ ４．２

オーストリア ８１９ ノルウェー ２，２０６ 中部圏 ４．１

中国圏 ７６８ デンマーク ２，１１１ スイス ４．１

スイス ７２５ 北海道 １，６８２ 九州圏 ３．９

北海道 ５６３ フィンランド １，６１８ 首都圏 ３．６

デンマーク ５４３ ポルトガル １，４７２ 中国圏 ３．２

フィンランド ５２５ 四国圏 １，１５５ ベルギー ３．１

ノルウェー ４６２ 北陸圏 １，０６２ 近畿圏 ２．７

シンガポール ４３３ マレーシア １，０３７ 四国圏 １．９

四国圏 ４０９ シンガポール ９２４ 北陸圏 １．１

北陸圏 ３１１ ハンガリー ８２１ シンガポール ０．１

（出典）国勢調査（2005年）、内閣府「県民経済計算」（2003年）、国土地理院資料（2005年）、世界の統計をもとに国土交通省国土計画局作成。
なお、各国人口は世界の統計2005年年央推計人口を用い、為替レートは世界の統計2003年為替により換算している。

２．広域ブロックの人口・ＧＤＰ・面積
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３．多様な広域ブロックが自立的に発展する国土

３
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※ 各広域ブロックは、東アジアの各地域とそれぞれ交流・連携を強めていく。
東アジアの都市については人口250万人以上を記載。

４．東アジア各地域との交流・連携
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東アジアとの物流複合一貫輸送網の形成・強化

☆ 高速フェリー、RORO船、コンテナ航路を通じてわが国をアジアハイウェイ、ア

ジア鉄道等の汎アジア交通回廊に接続

①輸出入・港湾手続等の簡素化・効率化・情報化
②国内鉄道・道路網と海運の接続機能の強化 等

(1)ハード･ソフト一体となったわが国の交通情報通信基盤の整備

東アジアとの高速旅客輸送ネットワークの形成・強化

①電子タグの標準化や輸送機器の相互運用性の向上
②アジアにおける統一ブロードバンド環境の形成
③アジアハイウェイにおけるＩＴＳ導入促進 等

☆東アジアと我が国の間でのヒト、モノ、情報の自由な移動に向けた交
通、情報通信網の国境問題の解消（制度間の調整）

(2)国際協調によるアジア統一ルールの形成

【シームレスアジア実現に向けた施策の展開】

(1)シームレスアジア実現に向けた地域ブロック戦略に対する重点的な

支援。

(2)シームレスアジアの実現を促進するための協力体制の構築
日･中･韓物流大臣会合、アジア･ブロードバンド推進会議等の推進等、我が国の働き
かけの下に、交通・情報通信基盤の整備や制度間の調整、交通関連政策立案基盤
等の共有化を促進するための多国間協力体制構築を構想。

【施策の実現に向けた手立て】 推進推進

①アジア･ブロードバンド環境の形成
②東アジア日帰りビジネス圏の形成・拡大
③貨物翌日配達圏の形成・拡大

【シームレスアジアの目標】

【シームレスアジアの拡大】

（出典）国土交通省国土計画局作成

「東アジア日帰りビジネス圏」
日本及び外国から相手国に出張をして４時間以上相手国の都市に滞在可能である範

囲

「貨物翌日配達圏」
日本及び外国から朝６時に貨物を出し、相手国に翌日18時に到着できる範囲

空港及び港湾旅客ターミナルにおける：
①CIQ手続きの簡素化・情報化の推進

②ユニバーサルデザインの推進 等

☆ 大都市圏拠点空港の整備による能力の増強、空港の利便性向上やアクセス

の改善、国際線・国内線の接続の改善などにより、当面はわが国大都市圏への
アジア各地からの日帰り可能圏域の拡大を促進する等利便性の向上を促進す
る他、将来的にはわが国各地域から直接東アジア諸都市への日帰りアクセスを
促進。ロシア

モンゴル

韓国

西安

武漢

香港

北京

現在の「東アジア日帰りビジネス圏」

中華人民共和国

「東アジア日帰りビジネス圏」の拡大

大連

ウラジオストク

青島

上海

台北

現在の「東アジア日帰りビジネス
圏」を構成する路線

現在の「貨物翌日配達圏」

現在の「貨物翌日配達圏」を担う
航路

「貨物翌日配達圏」となる
可能性のある圏域

将来の「貨物翌日配達圏」を担う
航路の例

ハルビン

ロシア

モンゴル

韓国

西安

武漢

香港

北京

現在の「東アジア日帰りビジネス圏」

中華人民共和国

「東アジア日帰りビジネス圏」の拡大

大連

ウラジオストク

青島

上海

台北

現在の「東アジア日帰りビジネス
圏」を構成する路線

現在の「貨物翌日配達圏」

現在の「貨物翌日配達圏」を担う
航路

「貨物翌日配達圏」となる
可能性のある圏域

将来の「貨物翌日配達圏」を担う
航路の例

ハルビン

北米航路

欧州航路

北米航路

欧州航路
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（出典）内閣府「都市と農山漁村の共生・対流に関する世論調査」（平成18年2月18日公表）

をもとに、国土交通省国土計画局作成。
（注）１．二地域居住、定住の願望は、「都市地域」に居住している者９７５人に聞いたもの。

２．数字は、「願望がある」「願望がどちらかといえばある」の合計の値。
３．「二地域居住」とは、平日は都市部で生活し，週末は農山漁村地域で生活するといった二地域での居住をすること。
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（％） 【北海道上士幌町】

花粉症対策を含む「イノムリゾート上士幌づくりによる定住・二地域居住

促進事業」が内閣府都市再生本部の２００５年度全国都市再生モデル調

査事業で採択された。

【福島県、茨城県、栃木県】

三県でつくる２１世紀ＦＩＴ構想推進協議会は、構想見直しに向けた新構

想検討部会を設置し、ＦＩＴ圏域で都市と農村を往来する「二地域居住」の

推進について検討している。

【新潟県】

中山間地域の活性化を図るため、特区等の規制緩和や体験交流の拡

大を活用した「仕事おこし」の実践を通じて、地域振興・再生に取組む人

材を育成し、新規就農者等の受け入れ、その促進などを図るため「にい

がた田舎暮らし推進協議会」を設置し、事業を展開している。

【長野県飯山市】

定住を目指した田舎暮らしを体験してみたい人のために、農家民宿に泊

まっての田舎暮らし体験などの豊富なメニューを取りそろえ、インター

ネット住民「飯山応援団菜の花大使」、「少しだけ『いいやま』（一時滞

在）」、「たっぷり『いいやま』（長期滞在）」、「ずーっと『いいやま』（定住）」

に取り組んでいる。

【兵庫県八千代町】

滞在型市民農園（クラインガルテン）を整備し、神戸、大阪の

都市住民が週末に菜園づくりなどの「農」を楽しむ生活を

提供している。

６．二地域居住に対する願望・取組事例

「二地域居住」促進などへの取組み事例

６



（出典）第３回国土基盤専門委員会（平成17年11月）今村委員資料より国土交通省国土計画局作成。

［事前］
ハザードマップの整備、避難経路・避難地の確保、防災訓練の実施、

食料及び生活必需品等の備蓄、防災意識の啓発、防災教育の普及、
地域リーダーの育成等
［事中］
防災情報の伝達、避難勧告の発出等 等

［事後］
被災情報や安否情報の提供、被災者の救出・保護・移送、医療・帰宅

体制の整備、迅速な災害復旧の実施に向けた資機材・人員準備 等

ソフト対策

地域ブロックの経済・社会及び自然条件等の特性を勘案しつつ、防災
施設の着実かつ効率的な整備、既存施設の有効活用、構造物の維持
管理や耐震補強、リダンダンシーや緊急輸送体系確保に向けた交通・
情報通信ネットワークの強化 等

ハード対策ハードの限界をソフトが補完

自助・共助・公助のバランス

公助

自助 共助

自助 共助 公助
「行政機関等の諸活動」

・防災情報の伝達・提供
の体制構築

・防災意識向上のための
広報、教育等の実施

等

「自らの命は自らが守る」

・防災意識の維持、向上

・避難行動の事前確認

等

「我が町は我が手で守る」

・防災情報の共有のための
コミュニティ形成

・地域リーダーを中心とした
防災訓練等の実施

等

７．災害に強くしなやかに国土を支える国土基盤

７



３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）を通じた循環型社会の構築

複数市町村の共同・広域処理による地域における廃棄物処理・資源循環・
エネルギー利用システムの再構築等の取組を通じた、３Ｒを通じた循環型
社会の構築

農業上の土地利用の維持

適正な森林管理の実施

多様で健全な森林の整備を進めるとともに、間伐等により生み出された木
材を利用していくことにより、適正な森林管理のサイクルを構築

多様で健全な森林の整備 木材等の利用

木材等

収益

原木

製材工場

製材品

植林

間伐

主伐
住宅、家具等

畜産農家

プラント
・燃料化
・製品化
（堆肥、飼料、
プラスチック等）

家庭・事業所

飼料

食品残さ
生ゴミ

農地（耕種農家）

燃料
製品

農業上の土地利用の維持により、物質循環の場である農用地を確保

飼料

畜産物

燃料
資材
堆肥

資源作物
残さ

家畜排せつ物

飼料

農産物

８．人間活動と自然のプロセスとが調和した物質循環の構築

（出典）農林水産省、環境省資料より国土交通省国土計画局作成

有機物循環のイメージ
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従来の公の領域で、行政機関が、多様な
主体の意見を聞き、各方面の調整を行い、
最終的に行政機関が実行する。

多様な主体が、それぞれ、啓発し合い、
議論し合い、調整を図るなど協働しなが
ら、自ら実行していく。活動の対象領域
としても、従来の公の領域から拡充する。
行政機関は、市民の自由闊達な活動を促
し、また、競わせながら、必要に応じて
個々の主体を支援する役割も担う。

従来、主として行政が担ってきた地域づくりについて、
①行政だけでなく、多様な民間主体を地域づくりの担い手としてとらえ、
②これら多様な民間主体と行政の協働によって、
③従来の公の領域に加え、公と私の中間的な領域にその活動を拡げることできめ細かなサービスを提供する、
という「新たな公」の概念を基軸とした地域経営や地域課題解決のシステムへ転換する。

＜これまで＞ ＜これから＞ 「新たな公」の概念

従来の公の活動領域

・社会貢献を通じた参加者の自己実現
・地域への誇りと愛着の醸成
・生活の質の向上
・暮らしの安全・安心の確保や国土の保全
・地域経済の活性化
・再挑戦を目指す人々への機会の提供
・行財政への負担軽減効果

行政

NPO住民 企業 団体

「新たな公」の多面的意義

「新たな公」をめぐる動き

●従来の公の領域で行政が担ってきた
活動を民間主体が主体的に担うもの
（例：自治会や企業が行う道路清掃等
の管理）

●行政も民間主体も担ってこなかった中
間的な領域を新たに担う活動（公共交
通のない地域でＮＰＯ法人等が運営す
る福祉バス・タクシー）

●従来の私の領域で民間主体が担う活
動であるが、同時に公共的価値を含む
もの（空き店舗を活用した中心市街地
の活性化）

行政

住民

NPO

企業

団体

「新たな公」の活動領域

例えば、自治会に
よる公共空間への

植樹など

例えば、企業の社会貢献活動や結果として地域
活性化に貢献する営利活動など

９．「新たな公」の考え方を基軸とする地域づくりシステム
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～国の資源配分戦略～

国が直接行う国土基盤投資
→国家の持続的発展のための戦略的な投資
（例）国際交通ゲートウェイ、国土幹線交通・情報通信網、全
国的な危機管理ネットワークの形成、地球温暖化対策 等

国が直接行う国土基盤投資国が直接行う国土基盤投資
→国家の持続的発展のための戦略的な投資
（例）国際交通ゲートウェイ、国土幹線交通・情報通信網、全
国的な危機管理ネットワークの形成、地球温暖化対策 等

重点化
の視点
戦略性、
ローカル
ルールの
適用、費
用対効果、
費用回収
の健全性、
プロセス
の公平
性・透明
性 等

港湾・空港等の国際交通ゲートウェイ

高速道路・新幹線等の国土幹線交通・情報通信網高速道路・新幹線等の国土幹線交通・情報通信網

広域的都市機能

生活道路生活道路

地域高規格地域高規格道路道路

上下水道上下水道

河川堤防等の河川堤防等の広域広域防災施設防災施設

港湾・漁港港湾・漁港

広域ブロックの視点

地域の視点

都市機能都市機能

～広域ブロックの資源配分戦略～

※地図上の記号等は実際の
位置を示すものではない。（出典）：国土交通省国土計画局作成

地域が協働して行う国土基盤投資
→広域地方計画に位置づけられるなど広域ブロック
における地域課題の解決に向けた投資

（例）防災、資源・水循環の健全化 等

地域が協働して行う国土基盤投資地域が協働して行う国土基盤投資
→広域地方計画に位置づけられるなど広域ブロック
における地域課題の解決に向けた投資

（例）防災、資源・水循環の健全化 等

都市内道路都市内道路

空港空港

都市都市河川河川

全国的な視野

地域における国土基盤投資
→単独の都道府県にかかる諸課題の解決に向けた投資
（例）都市内・都市間における持続的な公共交通体系の
整備、地域の生産基盤の強化 等

地域における国土基盤投資地域における国土基盤投資
→単独の都道府県にかかる諸課題の解決に向けた投資
（例）都市内・都市間における持続的な公共交通体系の
整備、地域の生産基盤の強化 等

地域に対する国の支援
→投資の財源の確保、技術開発、人材育成、
技術の伝承 等

地域に対する国の支援地域に対する国の支援
→投資の財源の確保、技術開発、人材育成、
技術の伝承 等

国と地域が協働して行う国土基盤投資
→広域ブロックの自立に必要な投資
（例）広域ブロック相互や東アジアの近隣諸国と
の直接交流・連携のための交通基盤の整備 等

→国土基盤ストックの適切な維持・更新投資に
必要な投資

国国と地域と地域がが協協働働して行うして行う国土基盤投資国土基盤投資
→広域ブロックの自立に必要な投資
（例）広域ブロック相互や東アジアの近隣諸国と
の直接交流・連携のための交通基盤の整備 等

→国土基盤ストックの適切な維持・更新投資に
必要な投資

１０．国土基盤の形成に向けた戦略的な投資

１０



※この他、国土利用計画との一体作成、大都市圏整備に関する計画の合理化、地方開発促進計画の廃止など、国土計画体系の簡素化・一体化を図り、
国民に分かりやすい国土計画に再構築する。

国と地方の協働によるビジョンづくり 開発中心からの転換

ストックの活用

有限な資源の
利用・保全

海洋利用
・国際協調

利便性の向上に加え

国民生活の安全・安心・安定の確保

地域の自立的発展を可能とする国土の形成

計画事項等の
拡充・改変

成

熟

社

会

型

の

計

画

量

的

拡

大

「
開

発

」
基

調

景観、環境を含めた

国土の質的向上

全国計画

広域地方
計画

国による明確な国土及び国
民生活の姿の提示
（国の責務の明確化）

ブロック単位の地方ごとに、
国と都府県等が適切な役割
分担の下、相互に連携・協
力して策定

計画の作成及び実施の円滑な推進を図るため、国の地方
支分部局、関係都府県、関係政令市、地元経済界等が対
等な立場で協議する場（広域地方計画協議会）を組織

計画への多様な主体の参画
・地方公共団体から国への計画提案制度
・国民の意見を反映させる仕組み

＋

全国計画のみ

国主導の作成

地方の意見を聴
く仕組みなし

国

土

形

成

計

画

全

国

総

合

開

発

計

画

総合的な国土の形成を図るための国土総合開発法等の一部を改正する等の法律（国土形成計画法）
※平成１７年７月２９日公布、１２月２２日施行

１１．「国土計画制度の改革」のポイント
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基
本
と
す
る

全国計画 広域地方計画

総合的な国土の形成に関する施策の指針
（府省横断的な計画）

【計画の内容】
・国土の形成に関する基本的な方針
・国土の形成に関する目標
・全国的な見地から必要とされる基本的な施策
（個別事業名は原則として記述しない）

都道府県・政令市から計画作成・変更提案

国土交通大臣が案を作成

閣議決定

国土審議会
の調査審議

都道府県・政令市
からの意見聴取

パブリックコメント

広域地方計画区域における国土形成のための計画

【計画の内容】
・当該区域の国土の形成に関する方針
・当該区域の国土の形成に関する目標
・広域の見地から必要とされる主要な施策
（個別事業名を含む）

市町村から計画作成・変更提案（都府県経由）

国土交通大臣が決定

広域地方計画協議会
対等な立場で協議

パブリック
コメント

学識経験者
からの意見聴取

国の地方
支分部局

関係都府県

関係政令市 地元経済界等

２以上の都府県の区域で政令で定める区域

１２．新たな国土形成計画の枠組み
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平成１７年９月

平成１８年７月

平成１８年１１月
16日 計画部会、27日 国土審議会

平成１９年中頃目途

全国計画策定後、１年後

全国計画 広域地方計画

国土審議会に計画部会を設置 国土審議会に圏域部会を設置

圏域部会とりまとめ

広域地方計画区域を定める政令の制定

地域の区分の
あり方の検討

計画部会中間とりまとめ

閣 議 決 定 広域地方計画協議会の設置

広域地方計画の決定

計画策定準備

計画内容の検討

※国土形成計画全国計画は国土利用計画
全国計画と一体作成

計画部会最終報告

各府省ヒアリング

都道府県・政令市
からの計画提案

政府原案の作成
パブコメ 等

１３．国土形成計画の策定スケジュール（予定）

１３



国土形成計画21世紀の国土のグランドデザイン

第３部 地域別整備の基本方向

（１） 地域整備の基本方向

（２） 施策の展開方向

北海道地域、東北地域、関東地域、中部地域、

北陸地域、近畿地域、中国地域、四国地域、

九州地域、沖縄地域、豪雪・離島・半島地域

第１部 国土計画の基本的考え方

第１章 21世紀の国土のグランドデザイン

第２章 計画の課題と戦略

第３章 計画の実現に向けた取組

第２部 分野別施策の基本方向

第１章 国土の保全と管理に関する施策

第２章 文化の創造に関する施策

第３章 地域の整備と暮らしに関する施策

第４章 産業の展開に関する施策

第５章 交通、情報通信体系の整備に関する施策

計画部会中間とりまとめ
・時代の潮流と国土政策上の課題
・新しい国土像
・計画のねらいと戦略的取組
・計画の実現に向けて

・ 国土の形成に関する
方針、目標

・ 広域の見地から必要と
認める主要な施策に
関する事項

（全国計画）※平成１９年中頃を目途に策定予定

第２部 事項別施策の基本的方向（仮）

第３部 広域ブロックの形成に向けて（仮）

第１部 計画の基本的考え方（仮）

※全国計画策定後１年
後を目途に策定予定

広域ブロックの地域戦略等は、広域地
方計画で具体化。
そのために全国計画では、各ブロック

が取り組むべき共通の課題やブロック間
の連携の必要性について提示していく

※ 今後、府省庁ヒアリング等を踏まえ
て検討

※ 本年１１月頃とりまとめの予定

※ 今後、第２部とあわせて検討

（広域地方計画）

１４．「２１世紀の国土のグランドデザイン」との構成対比

（平成10年3月閣議決定）

１４


